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１．はじめに 

 交通事故が多発した際に実施される対策の 1 つと

して、交通死亡事故多発警報、高齢者交通死亡事故

多発警報と呼ばれるものがあるが、近年の交通事故

件数の減少傾向にともない、発令回数が少ない都道

府県も多くなっている。しかしながら、発令者が期

待する頻度で発令できるような適切な発令基準を設

定するための具体的な方法がないのが現状である。 

 筆者らは既存研究 1,2)において、交通死亡事故多

発警報の発令基準と発令状況に関する分析をおこな

った。本研究では、高齢者を対象とした高齢者交通

死亡事故多発警報に着目し、適切な発令基準を設定

するための一助とすることを目的として、発令基準

と発令状況に関する分析をおこなう。 

 

２．高齢者交通死亡事故多発警報の現状 

 高齢者交通死亡事故多発警報とは、各県において

高齢者が被害者あるいは加害者となる死亡事故が一

定期間内に集中的に発生した場合、その状況を県民

に周知するとともに、警察、県、市町村、交通安全

関係機関・団体が一体となり、緊急かつ効果的な対

策をおこない、高齢者が関係する死亡事故の発生を

抑止するための警報である。運用単位は県によるも

のの他に市町村によるものもあるが、本研究では県

によるものを対象とする。 

 高齢者のみを対象としない交通死亡事故多発警報

は全国のうち 41 都道府県で運用されており、昭和

時代から導入されている都道府県も多い。一方、高

齢者交通死亡事故多発警報が運用されているのは全

国で 9 県（秋田県・山形県・茨城県・福井県・滋賀

県・山口県・高知県・長崎県・宮崎県）のみであり、

平成になってから導入されている県が多い。必ずし

も死亡事故件数が多い県で運用されているというわ

けではなく、また 47 都道府県のうち高齢者の割合 

 
図-1 過去 10 年間の発令回数の構成比 

 

が大きい上位 10 県でも運用されている県と運用さ

れていない県とがある。 

 過去 10 年間における発令回数の実績値の構成比

を図-1 に示す。過去 10 年間で 10 回以下の発令回

数、つまり 1 年あたり 1 回以下の発令回数が 9 県の

うち 6 県（67%）となっている。これは発令基準を

設定した当時と比較して死亡事故件数が減少傾向に

あることを反映したものであり、そのこと自体は喜

ばしいことであるが、あまりに発令回数が少ないと

警報の発令による効果が期待できないことにもなる。

その場合、発令基準の見直しを考えるべきであるが、

発令基準を改正する際、新たな発令基準を設定する

ための具体的な方法がないのが現状である。 

 

３．発令回数の期待値と実績値の関係 

 高齢者交通死亡事故多発警報の発令基準は「一定

期間内に死亡事故件数が一定水準以上となる」とい

うものであり、発生件数、発生期間という 2 つの要

素により構成されている。また、いったん発令され

ると一定期間は発令が継続された状態になり、その

間に新たに発令されることはないため、この期間の

長さも発令回数に影響を及ぼすことになる。ここで

は、この期間を効力期間と呼ぶことにする。 

 高齢者交通死亡事故がランダムに発生すると仮定

すると、一定期間内に死亡事故件数が一定水準以上

となる確率は、年間の死亡事故件数の平均値から確
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率現象として算定し得ると考えられる。この場合、

一定期間内の死亡事故件数はポアソン分布にしたが

うと考えられる。本研究では筆者らの既存研究 1,2)

による方法をもとに、警報の効力期間を考慮した算

定方法の改善をおこなった。これは、既存研究では

ある 1 日に発令される確率をもとに単純に 365 倍を

して年間の発令回数の期待値を算定していたものを、

いったん発令されると効力期間の間は新たに発令さ

れることがない点を考慮したものである。これによ

り、既存研究では期待値と実績値が大きく乖離し、

期待値の方が実績値よりも大幅に大きくなっていた

ものが緩和されることが期待できると考えられる。 

 表-1 は山形県を例に、上述の方法にもとづき算

定した発令回数の期待値と、実際に発令された回数

の実績値を示したものである。これをみると、本研

究の方法によっても期待値の方が実績値よりも大き

くなっている様子がわかる。これは、実際の死亡事

故はすべての日に同じ確率でランダムに発生してい

るわけではなく、曜日変動や季節変動による影響が

含まれているためではないかと考えられる。したが

って、死亡事故がランダムに発生すると仮定した場

合の発令回数の期待値をそのまま利用して警報の発

令基準を設定することはできないと考えられる。 

 このため、発令回数の期待値と実績値の関係につ

いて考える。期待値と実績値の間に何らかの関係が

見出せれば、その関係をもとに発令基準を設定する

ことが可能になると考えられる。 

 ここでは、年間の高齢者交通死亡事故件数に対す

る、発令回数の期待値と実績値の関係を近似式によ

り表現し、両者の係数の比較をおこなう。年間の死

亡事故件数が 0 件の場合には発令回数は 0 回となる

ため、y=a･xb のような近似式を想定し、もっとも重

相関係数の大きかった 3 次関数を用いて近似式を求

めることとした。図-2 は山形県において発令回数

の期待値と実績値の近似式を算定し、両者の関係を

示したものである。 

 発令回数の期待値の近似式による推計値を y1、

実績値の近似式による推計値を y2 として、y1=k･y2

となる定数 k の値を求めると、表-2 のようになっ

た。これをみると、期待値と実績値の関係には 0.6

～10.5 倍と大きなばらつきがあることがわかる。

発令基準に含まれる 3 つの要素（発生件数、発生期 

表-1 発令回数の期待値と実績値の比較（山形県） 
 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

年間の死亡事故件数 25 28 35 28 18 22 24 35 15 

発令回数期待値 6 12 16 12 5 7 9 16 3 

発令回数実績値 0 2 5 4 1 3 4 4 0 

 

 
図-2 発令回数の期待値と実績値の関係（山形県） 

 
表-2 各県における発令回数の期待値と実績値の関係 

秋田県 山形県 茨城県 福井県 滋賀県 山口県 高知県 長崎県 宮崎県 

2.7 3.3 3.1 5.3 8.4 2.5 10.5 4.0 0.6 

 

間、効力期間）や、年間の死亡事故件数が類似した

県であっても期待値と実績値の関係は異なっている

ことがわかった。 

 

４．おわりに 

 本研究では、高齢者交通死亡事故多発警報の適切

な発令基準を設定するための一助とすることを目的

として、確率現象として算定し得る発令回数の期待

値と、実際に発令された回数の実績値の関係の分析

をおこなった。その結果、期待値と実績値の関係に

は 0.6～10.5 倍と大きなばらつきがあり、具体的な

傾向を掴むことはできなかった。 

 今後の課題としては、死亡事故件数の曜日変動や

季節変動を考慮した期待値の算定をおこなうことが

考えられる。また、実際の死亡事故の発生日をもと

に仮想的な発令基準を設定した場合の発令回数を算

定することにより、発令基準に含まれる 3 つの要素

（発生件数、発生期間、効力期間）のいずれが発令

回数に影響を及ぼすのか、具体的な傾向を掴むこと

ができるのではないかと考えられる。 
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